
公募公告（企画競争） 

令和７年７月２３日   

 

 

海上保安試験研究センター所長   

灘波 陽子   

 

 下記のとおり、公告に付する。 

 

記 

 

１ 公募に付する事項 

 (1) 概要 

本案件は、海上保安試験研究センター（以下、「当センター」とする）に

おいて開催される海保フェア in立川においてキッチンカーの設置及び営業

を行う業者（以下、「事業者」とする）を募集するものである。 

(2) 件名 

海保フェア in 立川におけるキッチンカー設置及び営業業務（企画競争） 

(2) 募集者数 

キッチンカー設置及び営業業務 ５者 

 

２ 公募（企画競争）に参加する者に必要な資格 

 (1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条

の規定に該当しない者であること。 

 (2) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申

立て又は破産法（平成１５年法律第７５号）の規定による破産手続開始の

申立てが行われている者でないこと。 

 (3) 良質な商品又は優良なサービスを提供できる能力と実績を有すること。 

 (4) 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 (5) 営業の状況又は信用度が極端に悪化していないと認められるものであり

適正な業務履行が確保される者であること。 

 

３ 業務概要 

 (1) 業務期間 

令和７年１１月８日（土）午前１０時００分から午後３時００分まで（５



時間） 

※ ただし、官側の都合及び天候等の理由により開催規模や時程等の変更

又は中止となる場合がある。 

(2) 業務場所 

東京都立川市泉町１１５６ 海上保安試験研究センター内 指定場所 

※ 詳細な業務場所は選定後、当センターから指定するものとする。 

 

４ 応募手続き等 

(1) 募集内容 

募集要領による。 

 (2) 募集要領の交付 

公募に参加を希望するものは、募集要領の交付を受けること。 

なお原則として、海上保安試験研究センターホームページからのダウンロ

ードによる交付とし、紙媒体による交付を希望する者は以下の問い合わせ

先にて交付を受けること。 

海上保安試験研究センターホームページ 

（https://www.kaiho.mlit.go.jp/soshiki/soumu/center/center.html） 

  ① 交付期間 令和７年８月２９日（金）まで（閉庁日を除く） 

平日午前９時００分から午後５時００分まで 

  ② 交付場所 (3)問い合わせ先に同じ 

(3) 問い合わせ先 

〒１９０－００１５ 東京都立川市泉町１１５６ 

 海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター 髙木（タカギ） 

  電 話：０４２－５２６－５６３０（内線 ２５２） 

  メール：Jcg-hshikenkanri@gxb.mlit.go.jp 

 (4) 企画提案書等の提出 

令和７年８月２９日（金）午後５時００分までに上記（3）に郵送、持参又

はメール送付により提出すること。 

ただし、郵送の場合は、書留等記録が残る方法とし、同日までに必着とする

こと。 

また、メール送付の場合は、提出後上記（3）あて電話にて提出の旨を連絡

すること。 

 

以上 

  



 

 

 

 

 

海保フェア in 立川におけるキッチンカー設置及び営業業務（企画競争） 
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令和７年７月 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター 

  



１ 目的 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター（以下、「当センター」とす

る）内において開催するイベント「海保フェア in 立川」における職員及び来

場者等の利便性を確保するため、キッチンカー設置及び営業業務を実施する者

（以下、「事業者」とする）について、本要領に従い募集するもの。 

 

２ 業務概要 

(1) 公募件名 

海保フェア in 立川におけるキッチンカー設置及び営業業務（企画競争） 

(2) 業務業種 

キッチンカー 

海上保安試験研究センター内において軽食、弁当、飲料の販売を行う。

(生鮮食品及び酒類を除く) 

(3) 業務場所  

〒１９０－００１５ 東京都立川市泉町１１５６ 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター敷地内（資料１参照） 

※ 業務場所の詳細については、事業者決定後に通知する。 

(4) 業務日時 

令和７年１１月８日（土）午前１０時００分から午後３時００分（５時間） 

※ ただし、官側の都合及び天候等の理由により開催規模や時程等の

変更又は中止となる場合がある。 

 

３ 国有財産の使用許可について 

(1) 国有財産法第１８条の第６項に基づく行政財産の使用許可 

事業者は、別途所定の書式により国有財産使用許可申請書を提出し、国有

財産部局長 海上保安庁長官 瀬口良夫（以下、「甲」 とする）から、業務に

係る国有財産の使用許可を得なければならない。 

国有財産使用許可申請書の様式は、７(1)により選定された事業者に対し、

別途連絡する。 

(2) 国有財産使用料 

事業者は、使用する面積に応じた国有財産使用料を甲に支払う必要があ

る。 

使用料及び支払方法は、甲が別途指示する。 

なお、本使用料算定方法は、「行政財産を貸付け又は使用許可する場合の

取扱いの基準について」の別添「貸付料予定価格等の算定基準」によるもの

とする。 



 (3) 使用許可の取消し又は変更 

以下に該当する場合は、使用許可を取り消し又は変更することがある。 

① 国が使用許可（予定）財産を使用する必要が生じたとき。 

② 暴力団又は暴力団員を事業者又はキッチンカー従事者としていること

が明らかになったとき。 

③ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している

ことが明らかになったとき。 

④ 上記の他、使用許可条件に違背したとき（使用許可条件については資料

2 参照）。 

⑤ 本募集要領で記載する諸条件や事業者からの企画提案書等の提案次項

に事前の協議なく違背したとき。 

 (4) 設置条件 

① 事業者は、甲が定めた業務場所について、異議を申し立てることはでき

ない。 

② 商品仕入れその他運営に係る商品取引は、一切事業者の責任において

行う。 

③ 事業者は、業務で発生したすべての廃棄物（販売した商品から発生する

ものも含む）の回収に必要な容量のゴミ箱を設置し、全て持ち帰ること。

また、その処分について適切な処理を行うこと。 

④ 事業者は、商品・廃棄物の搬出入にあっては、甲と事前に協議をするこ

と。 

 (5) 事業者の負担する費用等 

  ① 事業者は、国有財産使用料に伴う諸経費の一切を負担する。 

  ② 営業業務に必要な備品・消耗品の購入及びその搬入・撤去費用その他一

切の費用は事業者の負担とする。 

※ 甲は、営業業務にかかる金銭的な補助を一切行わない。 

  ③ 事業者は、業務で使用するガス、電気及び水を用意し、甲はこれらの供

給は行わない。 

 

４ 営業条件 

以下に、営業に関する諸条件を示すので遵守すること。 

 (1) 業務日時 

開店準備時間： 

令和７年１１月８日（土）午前９時００分～午前１０時００分 

営 業 時 間： 

令和７年１１月８日（土）午前１０時００分～午後３時００分 



閉店準備時間： 

令和７年１１月８日（土）午後３時００分～午後４時００分 

 (1) 法令の遵守等 

事業者は、業務にあたり、関係法令及び規則を遵守し、国有財産を使用す

るに相応しい営業とし、最善の努力をすること。 

また甲の意見又は要望を尊重しなければならない。 

 (2) 禁止事項 

  ① 事業者は、業務の全部又は一部を第三者に譲渡し、又は請け負わせては

ならない。 

①  事業者は、設備の全部又は一部を、第三者に貸与してはならない。 

②  事業者は提供を受けた土地等を変更し、又は新たに設備を設置しては

ならない。 

ただし、あらかじめ文書をもって甲の承認を受けたものについては、そ

の限りではない。 

  ④ 事業者は、自己の業務上の取引に関して、甲の名義を使用してはならな

い。 

(1) 衛生管理及び安全管理等 

① 事業者は、業務における衛生管理及び安全管理について、関係法令に従

い最善の措置を講じるとともにその責任を負うこと。 

また、甲が改善を命じた場合においてはこれを遵守し、速やかに対応す

ること。 

② 事業者は、従業員の身元、規律の維持、風紀及び衛生に関すること等に

関する関係諸法令の運用について、一切の責任を負わなければならない。 

(2) 損害賠償 

①  事業者の責めに帰すべき事由により、国有財産を滅失又は損傷したと

きは、速やかに甲へ報告し、その都度甲の指定する方法により損害を賠

償しなければならない。 

② 事業者は、債務不履行の場合、秘密の保持に関する義務に違反した場合、

その他業務に関して甲に損害を与えた場合には、甲に対し一切の損害を

賠償しなければならない。 

 

５ 企画提案書作成要領及び評価の観点 

キッチンカーの設置及び営業を希望する者は、資料３の項目に基づき、企画

提案するものとする。 

企画提案にあっては、資料３の各項目についてそれぞれＡ４判サイズ設定一

枚程度で作成すること。様式、形式は任意とし、図や写真等を利用できるもの



とし、パンフレット等の参考資料の添付も可とする。ただし、その場合はＡ４

判サイズで５枚程度に収めること。 

 

６ 応募手続き等について 

 (1) 提出期限 

令和７年８月２９日（金）午後５時００分 

 (2) 提出方法 

提出期限までに下記あて書類を郵送、持参又はメール送付にて提出する

こと。 

ただし、郵送の場合は、書留等記録が残る方法とし、同日までに必着とす

ること。 

また、メール送付の場合は、提出後上記（3）あて電話にて提出の旨を連

絡すること。 

〒１９０－００１５ 東京都立川市泉町１１５６ 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター 

電話  ： （０４２）５２６－５６３３（内線２５２） 髙木（タカギ） 

メール：Jcg-hshikenkanri@gxb.mlit.go.jp 

 (3) 提出書類 

 ① 申請書：様式１ 

 ② 企画提案書 

 ③ 業務確約書：様式２ 

 ④ 誓約書：様式３、様式４ 

 (4) 添付書類 

 ① 会社等概要：様式５ 

 ② 過去３年間の社会的信用失墜行為及び保健所からの指摘の有無：様式６  

 ③ 主なキッチンカーの営業状況：様式７ 

 ④ 法人の場合は商業登記簿謄本。個人の場合は身分証明書(市町村発行)。 

 ⑤ 直近の法人税又は所得税に関する納税証明書 

 (5) 留意事項 

① 企画提案書等については、Ａ４判サイズ、日本語で作成のこと。なお、

メール送付による提出の場合はＰＤＦ形式とすること。 

② 提出された企画提案書は、当該提案者に無断で他の目的への使用は行

わない。 

③ 事業者の決定は、令和７年９月１２日（金）までに行う。 

④ 提出のあった企画提案書等については、原則として返却等の対応は行

わない。 



⑤ 事業者に決定した者の提案内容については、「行政機関の保有する情報

の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）において、

行政機関が取得した文書について、開示請求者からの開示請求があった

場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないもの

については、開示対象となる場合がある。 

⑥ 選定内容（採点、過程等）にかかる問い合わせには一切応じない。 

⑦ 選定の結果、事業者に決定された者は企画競争を実施した結果、最適な

者として決定しただけであり、上記３の国有財産の使用許可書が発簡さ

れるまでは、甲から国有財産の使用許可が得られたものではない。 

⑧ 当要領に記載のない事項及び細部については、必要の都度、甲と事業者

の間で協議する。 

 

７ 事業者の選定方法等について 

 (1) 選定方法 

提出された企画提案書等に基づき資料３の評価基準による書類審査を行

い、総合評価結果の上位最大５者を、業務を行う最適な者 （事業者）として

決定する。なお、決定した事業者から辞退の申し出があった場合には、次点

の事業者から順次追加決定する可能性がある。 

また、書類を提出した者が５者に満たない場合であっても、同様に審査を

実施する。 

選定の結果については、事業者を決定した日から１週間以内に決定通知

書の発送をもって通知する。 

 (2) 失格事項 

   次に示す内容に該当する行為があった場合は、失格とする。 

① 上記６(1)の提出期限後に企画提案書等が提出された場合。 

② 提出書類等が募集要項に記載されている事項を満たさない場合。 

③ 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

④ 審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合。 

⑤ その他、応募業者として不適当であると認められる行為が確認された

場合。 
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（使用許可期間を５年以内とする場合）  

 

文 書 番 号   

年 月 日   

  

国有財産使用許可書（案） 
  

住 所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名            殿 

 

 

国有財産部局長 

部局長氏名 

  

令和 年 月 日付をもって申請のあった当局管理の国有財産を使用するこ

とについては、国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第１８条第６項及び第１

９条の規定に基づき、下記の条件を付して許可する。  

この許可について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

の定めるところにより、この許可があったことを知った日の翌日から起算して

３月以内に海上保安庁長官に対して審査請求をすることができる。なお、許可が

あった日の翌日から起算して１年を経過したときは、許可についての審査請求

をすることができない。  

また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、

この許可があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、国（法務大臣）

を被告として処分取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をし

た場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６月以内とする。なお、許可又は裁決の日から１年を経過したときは、処

分取消しの訴えを提起することができない。  

  

記 

  

（使用許可物件）   

第１条 使用を許可する物件は、次のとおりである。  

所 在  東京都立川市泉町 1156 海上保安試験研究センター 

区 分 土地の一部 

数 量  ●●㎡ 

使用部分 別図のとおり  

資料２ 



（指定用途）  

第２条 使用を許可された者は、前記の物件を海上保安試験研究センター内の海

保フェア in 立川におけるキッチンカー設置及び営業業務の用に供しなけ

ればならない。  

 

（使用許可期間）  

第３条 使用を許可する期間は、令和７年１１月８日午前１０時００分から令和

７年１１月８日午後３時００分までとする。ただし、使用許可の更新は認

めない。 

 

（使用料）   

第４条 令和７年１１月８日午前１０時００分から令和７年１１月８日午後３

時００分までの使用料は、●円とする。  

  

（使用料の納付）  

第５条 前条に定める使用料は、当局歳入徴収官の発する納入告知書により、指

定期日までに納入しなければならない。 

  

（使用料の改定）   

第６条 部局長は、経済情勢の変動、国有財産関係法の改廃その他の事情の変更

に基づいて特に必要があると認める場合には、使用料を改定することがで

きる。  

 

（延滞金）  

第７条 指定期日までに使用料を支払わないときは、その翌日から納入の日まで

の日数に応じ、第２項に定める率で計算した金額を延滞金として支払わな

ければならない。  

２ 前項の延滞金利率は延滞起算日時点の国の債権の管理等に関する法律施行

令第２９条第１項本文に規定する財務大臣が定める率を定める告示（昭和３２

年大蔵省告示第８号）に定める率とする。  

 

（物件保全義務等）   

第８条 使用を許可した物件は、国有財産法第１８条第６項に規定する制限の範

囲内で使用させるものであり、使用を許可された者は、善良な管理者の注

意をもって維持保存しなければならない。  

２ 前項の維持保存のため通常必要とする修繕費その他の経費は、使用を許可さ

れた者の負担とし、その費用は請求しないものとする。  

 



（使用上の制限）  

第９条 使用を許可された者は、使用を許可された期間中、使用を許可された物

件を第２条に指定する用途以外に供してはならない。   

２ 使用を許可された者は、使用を許可された物件を他の者に転貸し、又は担保

に供してはならない。  

３ 使用を許可された者は、使用を許可された物件について修繕、模様替その他

の行為をしようとするとき、又は使用計画を変更しようとするときは、事前に

書面をもって部局長の承認を受けなければならない。  

 

（使用許可の取消し）   

第 10 条 部局長は、次の各号の１に該当するときは、使用許可の取消しをする

ことができる。  

(1) 使用を許可された者が許可条件に違背したとき。  

(2) 使用を許可された者の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴

力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であ

るとき。 

(3) 使用を許可された者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の

利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしているとき。 

(4) 使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金

等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の

維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

(5) 使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知

りながらこれを不当に利用するなどしているとき。 

(6) 使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難

されるべき関係を有しているとき。 

２ 部局長は、使用を許可した物件を国又は公共団体において、公共用、公用又

は公益事業の用に供するため必要が生じたときは、国有財産法第１９条で準用

する同法第２４条第１項の規定に基づき、使用許可の取消しをすることができ

る。  

３ 部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをした場合、これにより使用

を許可された者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することを要しな

い。  

４ 使用を許可された者は、部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをし



た場合において、国に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

（原状回復）   

第 11 条 部局長が使用許可を取消したとき、又は使用を許可した期間が満了し

たときは、使用を許可された者は、自己の負担で、直ちに、使用を許可さ

れた物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、使用を許可

した期間が満了した後、公募により改めて使用を許可された場合その他部

局長が特に承認したときは、この限りでない。  

２ 使用を許可された者が原状回復の義務を履行しないときは、部局長は、使用

を許可された者の負担においてこれを行うことができる。この場合使用を許可

された者は、部局長に異議を申し立てることができない。 

 

（損害賠償） 

第 12 条 使用を許可された者は、その責に帰する事由により、使用を許可され

た物件の全部又は一部を滅失又は損傷したときは、当該滅失又は損傷によ

る使用を許可された物件の損害額に相当する金額を損害賠償として支払

わなければならない。ただし、前条の規定により使用を許可された物件を

原状回復した場合は、この限りでない。   

２ 前項に掲げる場合のほか、使用を許可された者は、本許可書に定める義務を

履行しないため損害を与えたときは、その損害額に相当する金額を損害賠償と

して支払わなければならない。 

 

（有益費等の請求権の放棄）   

第 13 条 使用許可の取消しが行なわれた場合においては、使用を許可された者

は、使用を許可された物件に投じた改良のための有益費その他の費用が現

存している場合であっても、その費用等の償還の請求はしないものとする。   

 

（実地調査等） 

第 14 条 部局長は、使用を許可した物件について随時に実地調査し、又は所要

の報告を求め、その維持使用に関し指示することができる。 

 

（疑義の決定） 

第 15 条 本条件に関し、疑義のあるときその他使用を許可した物件の使用につ

いて疑義を生じたときは、部局長の決定するところによるものとする。 

  



 

企画提案書記載要領 
 

次の事項については、規格提案書内に必ず記載して下さい。 

 

１ メニュー構成及び価格 

販売メニュー、種類、価格（税込表記とする）等具体的に明記する 

(例：○○丼 〇〇円、○○うどん等) 

 

２ サービスの構成 

利用者の利便を図るために予定しているサービス内容についての説明。 

 

３ 使用する面積（キッチンカー及びゴミ箱の設置等含む） 

具体的な面積を記載すること。 

(例：○○㎡、幅○○ｍ×長さ○○ｍ) 

 

４ クレーム等への対応 

品切れ、品目追加変更希望等利用者からのクレーム・要望等があった場合の

対処方法についての説明(該当が無い場合は、今後発生したと仮定した場合

の対処方法)。 

 

５ 緊急時の対応 

海上保安試験研究センター（〒１９０－００１５東京都立川市泉町１１５６）

までの到着時間及び連絡方法についての具体的な説明。 

 

６ 安全・食品衛生 

利用者の安全管理、食品衛生の取組についての説明。 

 

７ 省エネルギーへの配慮 

機器の設置にあたっては省エネルギーに配慮する点、具体的方策についての

説明。また、機器の電力等仕様を添付のこと。 

 

８ 廃棄物の回収方法等 

発生する廃棄物の回収方法及びそれら取り組みに対する工夫等の説明。 

※ 上記について、カタログ等で対応できるものについては、カタログ等を添

付することで可とする。 

以上 

 

資料３ 



 

評価基準 
評価は海上保安試験研究センターの評価委員 3 名により実施する。 

 

評価項目 評価のポイント 配点 
評価する 

主な様式 

企画提案 

○メニューの独自性 

（コンセプト、ターゲット層、季節感等） 
１０ 

企画 

提案書 

等 

○営業について 

（提供スピード、雨天時の対応等） 
１０ 

○価格の妥当性 １０ 

○景観形成の取組等 

（車両等の外観、看板等） 
１０ 

安全管理等 

○安全管理、食品衛生の対応は十分か 

（保健所の許可、営業時の衛生管理等） 
１０ 

○ゴミに関すること 

（ゴミ箱の設置、回収・処分方法等） 
１０ 

○クレーム対応等 １０ 

○環境配慮等（省エネ、ゴミの削減等） １０ 

業務体制 
○業務を有効かつ効率的に遂行できる体制か 

（当日のスタッフ体制、決済方法等） 
１０ 

業務実績 ○本業務の実施に資する実績があるか １０ 様式７ 

 合計 １００  

 

採点の基準 
評価点は次のように採点又は算出する。 

 

 
非常に 

優れている 
優れている 普通 やや不十分 不十分 

１０点配点 １０点 ８点 ６点 ４点 ２点 

 

事業者の選定方法 
評価委員 1 名あたり 100 点満点とし、合計 300 点満点とする。 

各評価委員の採点の合計点で 180 点を採点基準点とし、それ以上の点数を得た

参加者の中から合計点数の高い上位最大 5 者を最適な者として決定する。 

  

資料４ 



 

令和  年  月  日   

 

海上保安庁 総務部 

海上保安試験研究センター所長 

灘波 陽子 殿 

 

郵 便 番 号 

住 所 

 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名            印 

 

担 当 者 氏 名 

電 話 番 号 

 

 

申 請 書 

 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター内の海保フェアin立川におけ

るキッチンカー設置及び営業業務を希望しますので、関係書類を添えて申請し

ます。 

なお、この申請書及び関係書類の記載事項については、事実と相違ないことを

誓約します。 

 

※ 申請印は実印を使用すること。 

※ 商号、代表者、担当者氏名にフリガナを記載すること。 

  

様式１



 

業 務 確 約 書 

 

令和  年  月  日   

 

 

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター所長 

灘波 陽子 殿 

 

「海保フェア in 立川におけるキッチンカー設置及び営業業務（企画競争）」

への応募に関し、仕様書に定める業務を適正に履行できることを確約します。 

 

 

 

本社（店）所在地   〒   -     

 

 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名            印 

 

法人個人の別     法人 ・ 個人 

 

担 当 者 氏 名 

電 話 番 号 

 

 

※ 申請印は実印を使用すること。 

※ 商号、代表者、担当者氏名にフリガナを記載すること。 

  

様式２



 

誓 約 書 

 

□ 私  

□ 当社        

は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、貸

付け（使用許可）を受けた国有財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等

を行わないとともに、暴力団員等による不当介入を受けた場合には、下記３の措

置を行うことを誓約します。また、当方が下記１に該当しないことを確認するた

め、当方の個人情報について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。  

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被

ることとなっても、異議は一切申し立てません。  

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者  

⑴ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は

代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

⑵ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている

とき 

⑶ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与しているとき 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す

るなどしているとき 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

とき 

  なお、役員等に変更があった場合は、速やかに別添（様式 4）により変更後の

役員名簿を提出します。 

 

様式３



２ 公序良俗に反する使用等 

  暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等

であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に

供し、また、これらの用に供されることを知りながら、貸付物件（使用許可物

件）を第三者に転貸し又は賃借権を譲渡すること。 

 

３ 警察への通報等  

 ⑴ 貸付物件（使用許可物件）を使用するに当たって、暴力団又は暴力団員、

社会運動標ぼうゴロ（※１）、政治活動標ぼうゴロ（※２）、その他暴力団関

係者から、不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否す

るとともに、速やかに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。  

⑵ ⑴による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにそ

の内容を許可者に報告すること。  

  

※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行

為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者 

※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行

為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者 

  

  

海上保安庁 総務部 海上保安試験研究センター所長 

灘波 陽子 殿 

 

 

令和  年  月  日  

  

住所又は所在地 

氏 名又は名 称 

  



 

令和  年  月  日   

 

役 員 名 簿 

商号又は氏名 
 

所 在 地 
 

役職名 
(フリガナ) 

生年月日 性別 住所 
氏 名 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

  

様式４



 

会 社 概 要 

 

商号又は名称  

所 在 地  

創業開始年月日  

資 本 金 等 千円  

事 業 内 容  

特 色  

主な営業区域  

役 員 数  

従 業 員 数 

正社員   名、準社員   名、 

パート   名 

 

その他   名 

 

※ 会社概要のパンフレット等があれば添付すること。 

様式５



 

過去３年間の社会的信用失墜行為及び保健所からの指摘の有無 

 

発生年月日 内  容 

 

 

 

※ 該当ない場合は、「該当なし」と記入すること。  

様式６



 

主なキッチンカーの営業状況 

 

令和  年  月  日現在 

 

営業場所 

(住所、建物、企業(官庁)名等) 

営業年数 

(営業開始年) 

営業 

台数 

1 日あたりの 

平均利用者数 

主
な
キ
□
チ
ン
カ
□
の
営
業
状
況 

    

    

    

    

    

    

    

官

公

庁

で

の

実

績

等 

    

    

    

 

※ 官公庁にて営業している場合は、必ず当該官公庁名を明記すること。 

 

様式７


